
 

 

「教育等の振興に関する施策の大綱」の策定について 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律が一部改正（平成 26 年 6 月 20

日公布／平成 27 年 4 月 1 日施行）され，地方公共団体の長は，その地域の

実情に応じ，当該地方公共団体の教育，学術及び文化の振興に関する総合的

な施策の大綱（以下「大綱」という。）を定めることとされた。  

 

 

１ 大綱の定義 

大綱は，地方公共団体の教育，学術及び文化の振興に関する総合的な施策につ

いて，その目標や施策の根本となる方針である。  

 

 

２ 大綱の策定に関する基本的な考え方 

大綱の策定について，地方公共団体において，既に教育振興基本計画を定めて

いる場合，その中の目標や施策の根本となる方針を大綱と位置付けることができ

るものとされているが，本県の教育振興基本計画は，平成２２年３月に策定後，

既に５年以上が経過していること，また，東日本大震災の発生等により，本県の

子どもや社会を取り巻く環境が大きく変化していることなどを考慮し，現在の教

育振興基本計画を土台としつつ，今般の制度改正を踏まえ，総合教育会議におい

て協議し，新たに教育施策の大綱を策定するものとする。 

 

 

３ 大綱の体系（案） 
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※ 「宮城県教育振興基本計画」を土台とし，「宮城県震災復興計画」の教育分

野の施策等を取り入れたもの。 

 

 

４ 大綱の策定スケジュール（予定） 

平成 27 年 4 月 21 日  第１回総合教育会議において大綱の体系（案）を協議 

4 月下旬～5 月下旬 大綱（案）の調製 

6 月上旬 第２回総合教育会議において大綱（案）の協議 

6 月中旬 大綱の決定 
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